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志ある「熱血先生」の過労死等防止のために 

―責任なくして予防なし― 

 

過労死弁護団全国連絡会議代表幹事 

弁護士  松  丸     正 

 

１ なぜ、教員の過労死等の損害賠償（国家賠償）事件に取り組んでいるのか 

（１）多くの教員の過労死等についての公務上認定訴訟 

・行政段階（地公災）で認定されず、多くは公務上認定の行政訴訟に 

「自主的・自発的勤務」として整理され
．．．．

るなか、かつては勤務時間適正把握されず 

・職場では認定されてよかったね、マスコミ等では「熱血先生」の過労死 

→それへの違和感 

（２）認定→責任→防止 

・民間では認定から企業賠償責任→過労死等防止対策推進法制定へ 

・教員について過労死等の責任（損害賠償）を問う事案殆どなし 

・私が取り組んだ事件 

① 滑川市立中学ソフトテニス部顧問教員の過労死（くも膜下出血） 

富山地裁令和５年７月５日判決（確定・判例時報２５７４号７２頁） 

② 大阪府立高校ラグビー部顧問教員の適応障害発病 

大阪地裁令和４年６月２８日判決（確定・労働判例１３０７号１７頁） 

③ 東大阪市立中学野球部顧問教員の適応障害発病 

大阪地裁令和６年８月９日判決（確定・判例秘書Ｌ０７９５０６０２） 

現在訴訟係属中の事案 

㋐ 福岡市立小学校主幹教諭の急性心臓病死の損害賠償事件 

㋑ 市教育委員会指導主事の脳内出血（片マヒ）損害賠償事件 

・いずれの事案についても月１００時間を超える時間外勤務（カードリーダー、

パソコンログの客観的記録） 

・産業医面接は②以外実施されていない 
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２ 教員の損害賠償責任を通じて考えること 

・過労死等のセーフティネットである産業医面接の問題 

→安衛法では月８０時間＋本人の申出で面接 

→総務省、文科省通達（平成３１年２月）では、単月１００時間又は複数月で月当

たり８０時間を超える時間外勤務は本人の申出の有無に拘らず面接実施として

いる 

→しかし、文科省は超勤４項目の勤務以外は「自主的・自発的勤務」と整理され
．．．．

る

として時間外勤務に該当しないとしている（別紙①・給特法７条の指針Ｑ＆Ａ） 

→各教育委員会が自主的に定めた申出を条件とした基準で面接→しかし、申出な

しとして殆ど実施されていない（別紙②） 

・学校のみならず、教育委員会を含む教育界全体の長時間勤務による過労死問題 

→なぜ「充て指導主事」には時間外手当が支給されないのか→条例で支給すると

している自治体も 

 

３ 給特法という教育行政の常識は社会の非常識 

・損害賠償請求訴訟を通じて、その歪みが明白に 

・教員の心身の健康なくして高い教育水準なし 
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